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代理請求とは 

代理請求に関して、概要、対象者及び代理請求の主なパターンについて、説明します。 

1. 代理請求の概要

代理請求とは、介護保険、または障害者総合支援における介護給付費等の請求事務を、代理人が事業所

に代わって行うことです。代理請求を行う場合、事業所は代理人へ請求事務を委任し、代理人は事業所から

委任された請求事務を行うため、国保連合会へ代理人情報申請を行います。 

また、代理人情報申請を行った代理人は、毎月、事業所に代わって請求事務を行い、支払額決定通知書

等の通知文書を取得し、事業所に受け渡します。 

なお、代理請求を行った場合、事業所は、「請求／状況照会／請求取消依頼・請求取下げ依頼／通知文

書取得」処理を行うことができません。 

○代理請求の概要

代理人 国保連合会事業所

事業所

事業所

委任契約

委任契約

委任契約

請求情報送信

通知文書等取得

代理人情報申請

※ [請求情報送信]及び[通知文書等取得]には、電子証明書が必要です。 

電子証明書は、インターネットを通じて安全に情報の送受信を可能とするために必要な仕組みです。代理人申

請電子請求受付システムにて発行申請し、パソコンにダウンロード・インストールすることにより利用が可能となり

ます。 
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2. 代理請求の対象者

以下の対象者が、代理人情報申請を行い、代理請求を行うことができます。 

対象者 詳細 

同一事業者 

同一事業者が複数事業所を運営しており、本店等の請求担当者が、複数事

業所分の請求をまとめて一ヶ所から、国保連合会に請求情報を送信する場

合。(同一事業者が、同一敷地内で事業所番号をそれぞれ有する複数の事業

所を運営しており、一事業所の請求担当者が複数事業所分の請求を行う場合

を含む。) 

第三者 
民間の請求事務取扱業者等が、事業所に代わり、国保連合会に請求情報を

送信する場合。 

地方自治体 
地方自治体(市町村等)が、事業所に代わり、国保連合会に請求情報を送信す

る場合。 

※ 上記以外の取り扱いについては、事前に国保連合会にお問い合わせください。 

3. 代理請求の主なパターン

以下に、代表的な代理請求のパターンにおける、代理人情報申請の例を示します。 

(1) 同一事業者が同一県内で運営する複数事業所の請求を、本店担当者等がまとめて行う場合 

同一県内で複数事業所を運営している事業者が代理請求を行う場合、事業者は、事業所が所在する都道

府県の国保連合会に対し、代理人申請電子請求受付システム上で代理人情報申請を行います。 

国保連合会は、代理人情報申請の確認・承認を行い、代理人が代理人申請電子請求受付システムで使用

するユーザ ID を発行します。 

(イメージ図)※ 主な処理のみ記載 

※1 ユーザ ID はメールで代理人に通知されます。 

※2 複数事業所の請求を行う場合でも、1 つの電子証明書を利用して請求を行うことができます。 

事業所△支店

事業所□支店

事業所○支店
請求事務を行う

代理人 ①代理人情報申請

②ユーザＩＤ発行

事業所本店 国保連合会
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(2) 同一事業者が複数県に跨って運営する複数事業所の請求を、本店担当者等がまとめて行う場合 

複数県に跨って複数事業所を運営している事業者が代理請求を行う場合、事業所が所在する都道府県の

国保連合会に対し、代理人申請電子請求受付システム上で代理人情報申請を行います。 

各都道府県の国保連合会は、代理人情報申請の確認・承認を行い、代理人が代理人申請電子請求受付シ

ステムで使用するユーザ ID を発行します。 

(イメージ図)※ 主な処理のみ記載 

※1 A 県のユーザ ID はメールで代理人に通知されます。 

※2 B 県のユーザ ID はお知らせ及びメールで代理人に通知されます。 

※3 [③×支店、◇支店分の代理人情報申請]を行う際、[②ユーザ ID 発行]で取得したユーザ ID を用

いて行います。 

※4 複数県に跨る複数事業所の請求を行う場合でも、1 つの電子証明書を利用して請求を行うことがで

きます。 

Ｂ県

事業所△支店

事業所□支店

事業所○支店

Ｂ国保連合会
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代理人

事業所本店
  

①○支店、△支店、□支店分
 の代理人情報申請 

②ユーザ ID 発行

④ユーザ ID 発行 ③×支店、◇支店分の

代理人情報申請

Ａ国保連合会Ａ県
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(3) 既存の障害者総合支援事業所に加えて、介護保険事業所の代理請求を行う場合 

既存の障害者総合支援事業所に加えて、介護保険事業所の代理請求を行う場合、代理人は介護保険事業

所が所在する都道府県の国保連合会に対し、代理人申請電子請求受付システム上で委任事業所追加の申

請を行います。 

国保連合会は、申請情報の確認・承認を行い、代理人に対し結果を通知します。 

(イメージ図)※ 主な処理のみ記載

※１ 代理人のユーザ ID が新たに発行されることはありません。 

※2 既存の代理請求に使用している電子証明書が障害者総合支援証明書である場合、新たに介護保

険事業所の請求を行うためには、介護・障害共通証明書、または介護保険証明書を取得する必要

があります。 

既存の代理請求に使用している電子証明書が介護・障害共通証明書である場合、新たに電子証

明書を取得する必要はありません。 

証明書種類 説明 

介護・障害共通証明書 
代理人が、介護保険及び障害者総合支援の請求に利用できる電子証

明書です。 

介護保険証明書 
事業所及び代理人が、介護保険の請求に利用できる電子証明書で

す。 

障害者総合支援証明書 
事業所及び代理人が、障害者総合支援の請求に利用できる電子証明

書です。 

既存

追加

国保連合会

介護事業所

障害者総合

支援事業所

請求事務を行う

代理人 ①介護事業所の
委任事業所追加申請

②お知らせ・メールに
よる通知
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4. 代理請求の流れ

以下に、代理人情報申請から代理請求までの流れを示します。 

 

 

代理請求を始めるための準備として、「①委任」から「⑨準備作業の実施」までを行います。作業の詳細は、

マニュアル[代理人申請電子請求をはじめる前に 2.代理人情報申請の業務の流れ] を参照してください。 

代理請求は、「⑩請求情報の受け渡し」から「⑬通知文書の受け渡し」の流れで毎月行います。 

国保連合会

⑦代理人情報申請

情報確認／承認

①委任

②代理人情報申請

⑧ユーザ ID、

テストユーザ ID 等通知

⑪請求情報の作成・送信

⑫通知文書取得

申請時の流れ 

請求時の流れ 

⑥申請書類送付

代理人 

⑨準備作業の実施

事業所 

③申請書類取得

⑬通知文書

の受け渡し 

⑩請求情報

の受け渡し 

④委任状

送付

⑤委任状の

受け渡し


